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災害に強い学校施設の在り方について
～津波対策及び避難所としての防災機能の強化～

本報告書は、東日本大震災から浮かび上がった学校施設の重要な課題のうち､津波対策及び避難所
となる学校施設の在り方について､文部科学省が「学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議」
の下に設置した「災害に強い学校施設づくり検討部会」（部会長:長澤 悟 東洋大学理工学部教授）
において、平成26年３月に取りまとめたものです。

東日本大震災では、学校施設は子供たちや地域住民の緊急避難場所又は避難所※としての役割を果たしたところ
ですが、その中で発災直後から教育活動再開までの間において防災機能に関する様々な課題が顕在化しました。
その後、政府においては、災害対策基本法※等の災害対策法制が整備され、行政機関や研究機関においては、

地震や津波による被害や避難所の実態に関する様々な分野の調査結果や研究成果が公表されてきたところです。
これらの状況を踏まえ、学校施設の津波対策と避難所となる学校施設の在り方について検討を行いました。

趣旨・経緯

第１部 津波災害が想定される地域における学校施設の在り方について

１．学校施設の物的被害

（広範囲の被害､耐震対策の効果実証､非構造部材の耐震対策の重要性）

２．津波による学校施設の被害

（浸水想定区域外にあったが、津波が到達した学校が多数（69校））

３．学校施設の立地状況と津波被害の関係

（リアス部（図のAの部分）と平野部（図のBの部分）の地形の違いにより
同一の標高、同一の海岸からの距離でも被害の有無が異なったことから、
標高や海岸からの距離に加え、周辺の地形についても把握することが重要）

４．津波による被害を受けた学校の実態例

第１章 東日本大震災における学校施設の被害状況の検証

校舎

屋内
運動場プール

使用した経路

以前の
経路

■校舎２階から避難路である市道に直接出られる津波避難用
の非常用通路を用いて安全に避難することができた
（大船渡市立越喜来小学校）

■平野部に立地し、高い建物が周囲になかったため、児童や
地域住民が校舎の屋上や上層階に避難した。その際、上層
階にあった備蓄が役立った（仙台市立荒浜小学校）
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※災害対策基本法の改正（平成25年）

災害対策基本法の改正(平成25年)において、
「緊急避難場所」と「避難所」が明確に区別
され、それぞれを市町村長が指定することと
なりました。

※緊急避難場所

切迫した災害の危険から逃れるための避難
場所

（東日本大震災では、高台や屋上などが
緊急避難場所となりました。）

※避難所

避難者が一定期間滞在し、その生活環境を
確保するための施設

（東日本大震災では、屋内運動場などが避難所
となりました。）

屋上に避難した児童等 校舎の上層階に避難した地域住民等 校舎２階と市道をつなぐ非常用通路 児童の避難経路

岩手､宮城､福島３県における公立小中学校の立地条件
(標高及び海岸からの距離)と津波被害の関係

距離
（ｋｍ）



120

参
考
資
料

・高台等自体の安全性
-地震や大雨等により崩壊しない
-想定避難者数を収容可能 等

・円滑かつ迅速に避難できる経路
-校舎の上層階から直接避難路に出られる
通路

-児童生徒等の体格や人数なども踏まえた
避難路の勾配や幅員等

-夜間の避難に備えたソーラーライト
-地震等で通れなくなることも想定した
複数の避難路の確保 等

・防災担当部局や道路等の管理者との
協議（学校敷地外の部分）

高台等への避難 高台移転、高層化

（高台移転の場合）

・通学距離や学校と地域の関係を十分

考慮

・地域の避難所として活用することも考慮

・まちづくり担当部局との調整や、地域

住民との合意形成

（高層化の場合）

・学校機能に支障が生じない適切な動線
計画や防犯計画

避難路

校舎

想定浸水高

緊急避難場所

安全区域

校舎

想定浸水高

緊急避難場所

裏山 安全区域

避難階段

・学校施設の津波対策としては、周辺の高台や津波避難ビルへの避難、校舎等の屋上や上層階への避難、高台移転、
高層化が考えられる。

・津波対策を検討する際には、学校の立地状況に関する正確な実態把握を行うことが重要
（敷地の標高、海岸や河岸からの距離、歴史的な津波の到達域、周辺の地形や高層建築物の有無、想定津波到達時間など）

１．学校施設の津波対策に関する基本的な考え方

・学校施設の立地状況を踏まえ、周辺の高台や津波避難ビルへの避難、校舎等の屋上や上層階への避難、高台移転、
高層化等から対策を選定。

・施設整備による有効な津波対策の実施が困難な場合でも、避難訓練など十分な対策を講じることにより、安全に
避難できるようにすることが重要。

２．津波に対する安全対策の選定

屋上等への避難

・屋上や上層階自体の安全性
-耐震性・耐浪性
-屋上への手すり設置

・夜間や休日にも屋上や上層階に
進入可能であること
-ふだんは進入できないが、緊急時には避
難できるよう、集合住宅のバルコニー等
に使用される隔て板の設置等が有効

・円滑かつ迅速に避難できる経路
-各階から直接避難階段にアクセスできる
よう、各階に避難階段への入口を設置

-児童生徒等の体格や人数なども踏まえた
避難階段の段差や幅員 等

３．津波に対する安全対策を実施する場合の留意事項

第２章 津波災害が想定される地域における学校施設の在り方

学校の裏山までの避難路

屋外避難階段

高台への移転整備計画津波に対する安全対策のイメージ

近隣の津波避難
ビルに避難

校舎の屋上に避難

高台へ移転

高台に逃げる
避難路を整備

高台に逃げる
避難階段を整備

安全な高台に立地

凡例

津波避難ビル

津波からの
緊急避難場所

避難所

浸水想定区域

避難の方向
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校舎想定浸水高

緊急避難場所
（屋上）

屋外避難階段

想定浸水高

高台

緊急避難場所（兼避難所）

校舎
屋内運動場

安全区域
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５．学校施設の津波対策と防災教育等との連携による地域防災力の向上

６．幼稚園、特別支援学校における特有の留意点

避難行動要支援者である幼児や障害のある児童生徒等の安全な避難のため、ハードとソフトを組み合わせた対策
が重要（（幼児の体格（段差寸法等）や障害種に応じた施設面での配慮（明確な動線）など））

整備した施設を防災教育の実物大の教材として、また、継続的な避難訓練の場として活用

津波の影響で孤立することも想定し、高台等や屋上において、救助を求めるための情報通信機器や食料や飲料水を
確保できるよう、備蓄倉庫や携帯型の無線機等を備えておくことが重要

４．救助までの間を緊急避難場所で過ごすために必要な機能

第２部 地域の避難所となる学校施設の在り方について

１．避難所としての役割を果たした学校施設

多くの避難者が長期にわたって利用

２．避難所となった学校施設の利用状況と課題

トイレ、暖房設備等の問題が発生。また、施設が避難所
として使われることにより教育活動再開の面で問題が生じた

３．避難所となる学校施設の防災機能の整備の現状

公立学校の９割が避難所として指定されているが、避難所としての防災機能の整備割合は機能によっては低いものもあり
(非常用通信装置46.8%、自家発電設備34.2％など)､避難所の指定と防災機能の実態が必ずしも整合していない

４．避難所となった学校施設の利用の実態例

第１章 東日本大震災から浮かび上がった課題の検証

東日本大震災の際に避難所となった学校数
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第２章 地域の避難所となる学校施設の在り方

１．地域の避難所となる学校施設に関する基本的な考え方

防災担当部局と連携し、想定避難者数や災害種別のリスクを十分に考慮の上、避難所となる学校施設の安全性や
必要な機能、円滑な運営方法、教育活動の早期再開を踏まえ整備することが重要
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■臨機応変に対応した事例（宮城県山元町立山下中学校）
＊東日本大震災により、屋内運動場の天井化粧板が落下したため、校舎の教室等を避難所として使用した。
＊電気の復旧後は、太陽熱集熱装置を使い、室温を一定に保つことができた。
＊インフルエンザ患者を確認したため、感染症患者用の専用スペースと専用トイレを設けて対応した。
＊教室を利用していた避難者は、発災40日目に武道場や隣接する小学校等に移動した。

災害発生から避難所の解消までの期間を、以下の４つの段階（フェーズ）に区分（次ページも併せて参照）。
避難所として必要な機能は各段階で変化していくことに留意することが重要。
①救命避難期（発災直後から避難直後まで）
②生命確保期（避難直後から救援物資が届き始めるまで）

２．災害発生から避難所の解消までのプロセス

③生活確保期（救援物資が届き始めてから教育活動再開まで）
④教育活動再開期（教育活動の再開から避難所閉鎖まで）

洗濯場
駐輪場

調理場

調理室

落下物があり、使用不可

物資保管室

技術室

自衛隊、飲み水配布場

活動室

美術室

２－３２－２ 学習室２－１

高齢者
介護室
くすのき

被服室

図書室
活動室

多目的教室

物資搬入口

女トイレ
男トイレ

感染症
患者用トイレ

テント
設置場所理科室１

理科室２

相談室

相談室

保健室

救急患者
対応室

調理室

仮設
トイレ

物資配布
場所

〇１階平面図

屋内運動場

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ室視聴覚室

１－３

東ﾜｰｸ
ｽﾍﾟｰｽ

生徒
会室本部

職員室

洗濯場
プール

２階を洗濯干し場

屋内運動場

１－２１－１英語教室３－３ 数学教室３－２３－１

西ﾜｰｸ
ｽﾍﾟｰｽ

打合せ
スペース
西階段 救護

ｽﾍﾟｰｽ

〇２階平面図

避難所としての学校施設の利用の実態

凡例
生活ｽﾍﾟｰｽ
専用ｽﾍﾟｰｽ
感染症患者用ｽﾍﾟｰｽ
屋外専用ｽﾍﾟｰｽ



122

参
考
資
料

第 3 部　国による推進方策
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参考8　

学校施設の在り方に関する調査研究について

平 成 21 年 ６ 月 19 日
大 臣 官 房 長 決 定
平成25年９月11日最終改正

１ 趣旨
　近年の社会変化に対応するため、今後の学校施設の在り方及び指針の策定に関する調査研究
を行う。

２ 調査研究事項
（１）今後の学校施設の在り方について
（２）学校施設整備指針の策定について
（３）その他

３ 実施方法
（１）別紙１の学識経験者等の協力を得て、２に掲げる事項について調査研究を行う。
（２）（１）の他、教育に関する政策に係る基礎的な事項の調査および研究の状況を把握するた

め、別紙２に掲げる特別協力者の参画を得る。
（３）必要に応じ、その他の関係者の協力を求めることができる。

４ 実施期間
　平成 25 年 4 月 1 日から平成 27 年 3 月 31 日までとする。

５ その他
　この調査研究に関する庶務は、大臣官房文教施設企画部施設企画課において行う。
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別紙１

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議委員名簿

氏　　名 職　　名
天　笠　　茂
稲　葉　秀　哉
岩　井　雄　一
上　野　　淳
海　野　剛　志
衞　藤　　隆
工　藤　和　美
杉　山　武　彦
高　際　伊都子
　谷　　明　彦
長　澤　　悟
中　澤　正　人
中　埜　良　昭
成　田　幸　夫
坊　野　美代子
松　村　和　子
御手洗　　康
柳　澤　　要
山　崎　　茂
山　重　慎　二
山　西　潤　一

千葉大学教育学部教授
東京都板橋区立赤塚第二中学校長
十文字学園女子大学 21 世紀教育創生部教授
首都大学東京理事、特任教授
川崎市教育委員会事務局担当理事教育環境整備推進室長事務取扱
社会福祉法人恩賜財団母子愛育会日本子ども家庭総合研究所所長
東洋大学理工学部教授
成城大学社会イノベーション学部教授
学校法人渋谷教育学園渋谷中学高等学校副校長
公益社団法人日本ＰＴＡ全国協議会副会長
東洋大学理工学部教授
日野市立日野第四小学校長
東京大学生産技術研究所所長・教授
岐阜聖徳学園大学教育学部教授
東京都立調布特別支援学校長
文京学院大学人間学部教授、鶯谷さくら幼稚園副園長
公益財団法人教科書研究センター副理事長
千葉大学大学院工学研究科教授
東京都立小山台高等学校統括校長
一橋大学大学院経済学研究科准教授
富山大学人間発達科学部教授

（以上 21 名、五十音順、敬称略）

別紙２

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議特別協力者名簿

氏　　名 職　　名
齋　藤　福　栄
屋　敷　和　佳

国立教育政策研究所文教施設研究センター長
国立教育政策研究所教育政策・評価研究部総括研究官

（以上２名、五十音順、敬称略）
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参考9　

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
災害に強い学校施設づくり検討部会について

１ 趣旨
　文部科学省では、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災を受け、全国の学校設置者に
対して学校施設の耐震対策や津波対策、防災機能の確保など今後の学校施設の整備方策につい
て緊急的に示す必要があったことから、同年 6 月までに得られた被害情報や知見に基づき、同
年 7 月に「東日本大震災の被害を踏まえた学校施設の整備について」緊急提言を取りまとめた。
　その後、震災に係る様々な取組が行われており、緊急提言後に得られた新たな情報や知見を
今後の学校施設の整備方策に活かす必要があることから、文部科学省では、今後の学校施設の
安全対策や防災機能の確保などについて、更なる検討を実施することとする。

２．検討事項（詳細は別紙１参照）
（１）津波や地震災害等を踏まえた学校施設の安全性や防災機能の在り方について
（２）その他

３ 実施方法
（１）別紙 2 の学識経験者等の協力を得て、2 に掲げる事項について検討を行う。
（２） （１）の他、教育に関する政策に係る基礎的な事項の調査および研究の状況を把握す
るため、別紙 3 に掲げる特別協力者の参画を得る。

（３） 必要に応じ、その他の関係者の協力を求めることができる。

４ 実施期間
　平成 25 年 3 月 11 日から平成 26 年 3 月 31 日までとする。

５ その他
　この調査研究に関する庶務は、関係局課の協力を得て、大臣官房文教施設企画部施設企画課
において行う。
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別紙１

災害に強い学校施設づくり検討部会における検討事項

０．対象とする災害
○学校施設の立地の観点では、東日本大震災の被害を踏まえ対策方法が具体化されてきた

ことから、津波災害を対象。
○指定避難所となる学校施設の検討としては、災害種問わず。

１．津波災害関係
（１）東日本大震災における学校施設の被害状況の検証

（２）津波災害に対する学校施設の在り方
①学校施設の立地
②避難路の確保
③避難スペース、必要な機能等の確保（緊急避難中心）
等

２．学校施設が指定避難所となった場合に必要となる機能関係
（１）東日本大震災から浮かび上がった課題の検証

（２）上記課題に対する対応方策
①施設・設備面での対応方策（避難が長期化することも視野）
②検討・対応の進め方（早急な対応事項と中長期的な課題のレベル分け等）
③防災部局、教育委員会等が一丸となった検討体制の構築
等

３．学校施設整備指針への反映
　・上記を踏まえた、学校施設整備指針における防災関係記述の見直し
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別紙 2

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
災害に強い学校施設づくり検討部会委員名簿

　淺　川　賢　次
　上　野　　淳
　及　川　　康
　大　木　聖　子
　佐　藤　　健
○長　澤　　悟
　松　高　正　俊
　山　田　あすか
　矢　守　克　也

江戸川区危機管理室長兼土木部長
首都大学東京理事、特任教授
東洋大学理工学部准教授
慶應義塾大学環境情報学部准教授
東北大学災害科学国際研究所教授
東洋大学理工学部教授
大船渡市教育委員会事務局学校教育課長
東京電機大学未来科学部准教授
京都大学防災研究所巨大災害研究センター長

（以上９名、五十音順、敬称略）
（○：部会長）

別紙３

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
災害に強い学校施設づくり検討部会特別協力者名簿

　齋　藤　福　栄 国立教育政策研究所文教施設研究センター長
（以上１名、敬称略）
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学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議
災害に強い学校施設づくり検討部会の審議の経過

第 1 回（平成 25 年 3 月 11 日） 津　波  避難所

・緊急提言後の文科省等における防災関連の動き
・東日本大震災における学校施設の津波被害状況
・上野委員からのプレゼンテーション（避難所）

第 2 回（平成 25 年 6 月 10 日） 津　波
・淺川委員からのプレゼンテーション（防災部局等との連携、津波避難）
・名古屋市教育委員会からのプレゼンテーション（津波避難）

現地調査（宮城県）（平成 25 年 7 月）
津　波  仙台市立荒浜小学校
避難所  仙台市立六郷中学校、山元町立山下中学校、南三陸町立伊里前小学校・歌津中学校、

宮城県立石巻特別支援学校

第 3 回（平成 25 年 7 月 30 日） 津　波  避難所

・松高委員からのプレゼンテーション（避難所）
・矢守委員からのプレゼンテーション（ソフトとの連携、避難所）

現地調査（東京都、徳島県、高知県）（平成 25 年 8 月）
津　波  避難所  江戸川区立松江小学校、荒川区立汐入東小学校
津　波  美波町立日和佐小学校、四万十市立竹島小学校、黒潮町立南郷小学校
避難所  足立区立西新井小学校、北区立十条富士見中学校、北区立王子小学校・王子桜中学校

第 4 回（平成 25 年 9 月 18 日） 津　波
・現地調査報告（津波避難関係）
・津波災害を想定した学校施設整備の在り方についての検討

現地調査 ( 千葉県 )（平成 25 年 10 月）
津　波  山武市立しらはたこども園

第 5 回（平成 25 年 10 月 28 日） 避難所

・現地調査報告（避難所等関係）
・地域の緊急避難場所や避難所となる学校施設づくりの在り方についての検討
・幼稚園、特別支援学校における特別の配慮を必要とする事項についての検討

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第14 回）（平成25 年10 月29 日） 津　波  避難所

・災害に強い学校施設づくり検討部会の検討状況について

第 6 回（平成 25 年 11 月 25 日） 津　波
・報告書素案及び Q&A（案）の検討（津波避難関係）

第 7 回（平成 25 年 12 月 16 日） 避難所

・報告書素案及び Q&A（案）の検討（避難所関係、推進方策）

第 8 回（平成 26 年 2 月 14 日） 津　波  避難所

・報告書（案）の検討（Q&A 含む）

学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議（第15 回）（平成26 年2 月27 日） 津　波  避難所

・報告書（案）の検討（Q&A 含む）

参考10　


